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平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１） 

（平成 30 年３月 23 日） 

 

 

【全サービス共通】 

○ 介護保険施設等における歯科医療について 

問１ 介護保険施設等における歯科医療について、協力歯科医療機関のみが歯科医療を

提供することとなるのか。 

（答） 

介護保険施設等における歯科医療について、歯科医療機関を選択するのは利用者で

あるので、利用者の意向を確認した上で、歯科医療が提供されるよう対応を行うこと

が必要である。 
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【通所介護、地域密着型通所介護、短期入所生活介護、特定施設入所者生活介護、地域

密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型通所介護、介護福祉施設サービス、地域

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】 

○ 個別機能訓練加算、機能訓練体制加算について 

問 32 はり師・きゅう師を機能訓練指導員とする際に求められる要件となる、「理学療

法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師

の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で六月以上機能訓練指導に従事し

た経験」について、その実務時間・日数や実務内容に規定はあるのか。 

（答） 

要件にある以上の内容については細かく規定しないが、当然ながら、当該はり師・

きゅう師が機能訓練指導員として実際に行う業務の頻度・内容を鑑みて、十分な経験

を得たと当該施設の管理者が判断できることは必要となる。 

 

問 33 はり師・きゅう師を機能訓練指導員として雇う際に、実際に、理学療法士、作

業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を

有する機能訓練指導員を配置した事業所で六月以上機能訓練指導に従事した経験を

有することをどのように確認するのか。 

（答） 

例えば、当該はり師・きゅう師が機能訓練指導に従事した事業所の管理者が書面で

それを証していることを確認すれば、確認として十分である。 
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【短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護】 

○ 認知症専門ケア加算について 

問 41 認知症専門ケア加算の算定要件について、認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以

上の割合が 1/2 以上であることが求められているが、算定方法如何。 

（答） 

・算定日が属する月の前３月間の利用者数の平均で算定する。 

・具体的な計算方法は、次問の看護体制加算（Ⅲ）・（Ⅳ）の要介護３以上の割合の計

算と同様に行うが、本加算は要支援者に関しても利用者数に含めることに留意するこ

と。 
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【短期入所生活介護】 

○ 看護体制加算（Ⅲ）・（Ⅳ）について 

問 42 看護体制加算（Ⅲ）・（Ⅳ）の算定要件について、前年度又は算定日が属する月

の前３月間の利用者の総数のうち、要介護３以上の利用者の占める割合が 70％以上

であることが必要であるが、具体的な計算方法如何。 

（答） 

看護体制加算（Ⅲ）・（Ⅳ）の算定要件である要介護３以上の割合については、利用

実人員数又は利用延人員数を用いて算定する。例えば、以下の例の場合の前３月の平

均は次のように計算する（前年度の平均計算についても同様に行う）。 

 
 

要介護度 
利用実績（単位：日） 

1 月 2 月 3 月 
利用者① 要支援 2 7 4 7 
利用者② 要介護 1 7 6 8 
利用者③ 要介護 2 6 6 7 
利用者④ 要介護 3 12 13 13 
利用者⑤ 要介護 3 8 8 8 
利用者⑥ 要介護 3 10 11 12 
利用者⑦ 要介護 3 8 7 7 
利用者⑧ 要介護 4 11 13 13 
利用者⑨ 要介護 4 13 13 14 
利用者⑩ 要介護 5 8 8 7 

要介護 3以上合計 70 73 74 
合計(要支援者を除く) 83 85 89 

 

 ① 利用実人員数による計算（要支援者を除く） 

  ・利用者の総数＝9人（1月）＋9人（2月）＋9人（3月）＝27人 

  ・要介護３以上の数＝7人（1月）＋7人（2月）＋7人（3月）＝21人 

   したがって、割合は 21 人÷27 人≒77.7％（小数点第二位以下切り捨て）≧70％ 

 

 ② 利用延人員数による計算（要支援者を除く） 

  ・利用者の総数＝83 人（1月）＋85 人（2月）＋89人（3月）＝257 人 

  ・要介護 3以上の数＝70 人（1月）＋73 人（2月）＋74 人（3月）＝217 人 

   したがって、割合は 217 人÷257 人≒84.4％（小数点第二位以下切り捨て）≧70％ 

  

上記の例は、利用実人員数、利用延人員数ともに要件を満たす場合であるが、①又

は②のいずれかで要件を満たせば加算は算定可能である。 

 

・なお、利用実人員数による計算を行う場合、月途中で要介護状態区分が変更になっ

た場合は月末の要介護状態区分を用いて計算する。 
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【共生型サービス】 

○ 共生型サービスの指定について 

問 44 平成 30年４月から、共生型サービス事業所の指定が可能となるが、指定の際は、

現行の「訪問介護」、「通所介護」、「短期入所生活介護」として指定するのか。それと

も、新しいサービス類型として、「共生型訪問介護」、「共生型通所介護」、「共生型短

期入所生活介護」として指定が必要となるのか。それとも「みなし指定」されるのか。 

（答） 

・共生型サービスは、介護保険又は障害福祉のいずれかの居宅サービス（デイサービ

ス、ホームヘルプサービス、ショートステイ）の指定を受けている事業所が、もう一

方の制度における居宅サービスの指定も受けやすくする、あくまでも「居宅サービス

の指定の特例」を設けたものであるため、従前通り「訪問介護」、「通所介護」、「短期

入所生活介護」として、事業所の指定申請に基づき自治体が指定する。 

・なお、当該指定の申請は、既に障害福祉サービスの指定を受けた事業所が行うこと

となるが、いずれの指定申請先も都道府県（＊）であるため、指定手続について可能

な限り簡素化を図る観点から、障害福祉サービス事業所の指定申請の際に既に提出し

た事項については、申請書の記載又は書類の提出を省略できることとしているので、

別添を参照されたい。 

 

（＊）定員 18 人以下の指定生活介護事業所等は、（共生型）地域密着型通所介護

事業所として指定を受けることとなるが、当該指定申請先は市町村であるため、

申請書又は書類の提出は、生活介護事業所等の指定申請の際に既に都道府県に

提出した申請書又は書類の写しを提出することにより行わせることができるこ

ととしている。 

 

※指定障害福祉サービス事業所が、（「共生型サービスの指定の特例」を受けることな

く、通常の）介護保険の居宅サービスの指定の申請を行う場合についても同様の取

扱いとする。 

 

問45 改正後の介護保険法第72条の２第１項ただし書に規定されている共生型居宅サ

ービス事業者の特例に係る「別段の申出」とは具体的にどのような場合に行われるこ

とを想定しているのか。 

（１）例えば、障害福祉制度の生活介護の指定を受けている事業者が、指定申請を行

う場合、 

①「別段の申出」をしなければ、共生型の通所介護の基準に基づき指定を受けるこ

とができる 

②「別段の申出」をすれば、通常の通所介護の基準に基づき指定を受ける 
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ことになるということか。 

（２）介護報酬については、 

上記①の場合、基本報酬は所定単位数に 93／100 を乗じた単位数 

上記②の場合、基本報酬は所定単位数（通常の通所介護と同じ） 

ということか。 

（答） 

【（１）について】 

・貴見のとおりである。 

・共生型サービスは、介護保険又は障害福祉のいずれかの居宅サービス（デイサービ

ス、ホームヘルプサービス、ショートステイ）の指定を受けている事業所が、もう一

方の制度における居宅サービスの指定も受けやすくする、「（共生型）居宅サービスの

指定の特例」を設けたもの。 

・（１）の場合、指定障害福祉事業所が介護保険サービスを行うことになるが、 

①指定障害福祉事業所が、介護保険サービスの基準を満たせない場合 

②指定障害福祉事業所が、（「（共生型）居宅サービスの指定の特例」を受けること

なく）介護保険サービスの基準を満たす場合（※現在も事実上の共生型サービ

スとして運営可能） 

があるため、②の場合に「別段の申出」を必要としているもの。 

・なお、「別段の申出」については、以下の事項を記載した申請書を、当該申出に係

る事業所の所在地の指定権者に対して行う。 

ア 当該申出に係る事業所の名称及び所在地並びに申請者及び事業者の管理者の

氏名及び住所 

イ 当該申出に係る居宅サービスの種類 

ウ 法第 72 条の２第１項等に規定する特例による指定を不要とする旨 

 

【（２）について】 

・貴見のとおりである。 

 

≪参考≫ 

・介護保険法（平成９年法律第 123 号）（抄） 

（共生型居宅サービス事業者の特例） 

第七十二条の二 訪問介護、通所介護その他厚生労働省令で定める居宅サービスに係

る事業所について、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第二十一条の五

の三第一項の指定（当該事業所により行われる居宅サービスの種類に応じて厚生労

働省令で定める種類の同法第六条の二の二第一項に規定する障害児通所支援（以下
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「障害児通所支援」という。）に係るものに限る。）又は障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百二十三号。以下「障害者

総合支援法」という。）第二十九条第一項の指定障害福祉サービス事業者の指定（当

該事業所により行われる居宅サービスの種類に応じて厚生労働省令で定める種類

の障害者総合支援法第五条第一項に規定する障害福祉サービス（以下「障害福祉サ

ービス」という。）に係るものに限る。）を受けている者から当該事業所に係る第七

十条第一項（第七十条の二第四項において準用する場合を含む。）の申請があった

場合において、次の各号のいずれにも該当するときにおける第七十条第二項（第七

十条の二第四項において準用する場合を含む。以下この項において同じ。）の規定

の適用については、第七十条第二項第二号中「第七十四条第一項の」とあるのは「第

七十二条の二第一項第一号の指定居宅サービスに従事する従業者に係る」と、「同

項」とあるのは「同号」と、同項第三号中「第七十四条第二項」とあるのは「第七

十二条の二第一項第二号」とする。ただし、申請者が、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、別段の申出をしたときは、この限りでない。 

一 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、指定居宅サー

ビスに従事する従業者に係る都道府県の条例で定める基準及び都道府県の条例

で定める員数を満たしていること。 

二 申請者が、都道府県の条例で定める指定居宅サービスの事業の設備及び運営

に関する基準に従って適正な居宅サービス事業の運営をすることができると認

められること。 

２～５ （略） 

 

問 46 共生型サービス事業所の指定を行う際、指定通知書等に明確に「共生型」と区

分する必要があるのか。 

（答） 

不要である。 

 

問 47 通所介護（都道府県指定）の利用定員は 19 人以上、地域密着型通所介護（市町

村指定）の利用定員は 18 人以下とされているが、例えば、障害福祉制度の生活介護

の指定を受けた事業所が介護保険（共生型）の通所介護の指定を受ける場合、定員

19 人以上であれば都道府県に指定申請を、定員 18 人以下であれば市町村に指定申請

を行うことになるのか。 

（答） 

・共生型通所介護の定員については、共生型通所介護の指定を受ける指定生活介護事

業所等において同時にサービス提供を受けることができる利用者数の上限であり、介

護給付の対象となる利用者（要介護者）と障害給付の対象となる利用者（障害者）と
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の合算で、利用定員を定めることとなるため、貴見のとおりである。 

・なお、障害福祉制度の指定を受けた事業所が介護保険（共生型）の訪問介護又は短

期入所生活介護の指定を受ける場合、これらのサービスには市町村指定の地域密着型

サービスは存在しないため、事業所規模に関わらず、都道府県に指定申請を行うこと

になる。 

 

○ 共生型サービスの定員超過減算について 

問 48 共生型通所介護（障害福祉制度の生活介護事業所等が、要介護者へ通所介護を

行う場合）の場合、定員超過の減算はどちらを対象に、どのように見るべきか。 

（答） 

・共生型通所介護事業所の定員については、介護給付の対象となる利用者（要介護者）

と障害給付の対象となる利用者（障害児者）との合算で、利用定員を定めることとし

ているため、合計が利用定員を超えた場合には、介護給付及び障害給付の両方が減算

の対象となる。 

 

※共生型短期入所生活介護事業所についても同様の取扱いとする。 

 

○ 共生型サービスの人員基準欠如減算について 

問 49 共生型通所介護事業所と共生型短期入所生活介護事業所（介護保険の基準を満

たしていない障害福祉の事業所）の人員基準欠如減算は、障害福祉の事業所として人

員基準上満たすべき員数を下回った場合には、介護給付と障害給付の両方が減算の対

象となるものと考えてよいか。 

（答） 

貴見のとおりである。 
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別添 

共生型サービス事業所の指定手続の省略・簡素化 

 

○ 障害福祉と介護保険で相互に共通又は類似する項目については、指定の更新の際に申請書の記載又は書類の提出の省略が可能な事

項を基本としつつ、以下のとおり省略又は簡素化できることとする。 

 

（１）訪問介護（介護保険法施行規則第 114 条第２項による省略） 

介護保険法施行規則 

（第 114 条） 

訪問介護 

障害者総合支援法施行規則 

（第 34 条の７） 

居宅介護・重度訪問介護 

省略可否 

一 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該事業

所の一部として使用される事務所を有するときは、当

該事務所を含む。）の名称及び所在地 

一 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該事業

所の一部として使用される事務所を有するときは、当

該事務所を含む。）の名称及び所在地 

× 

 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにそ

の代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにそ

の代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

× 

 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 × 

四 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書

又は条例等 

四 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書

又は条例等 

○ 

五 事業所の平面図 五 事業所の平面図 ○ 

五の二 利用者の推定数 - - 

六 事業所の管理者及びサービス提供責任者の氏名、生

年月日、住所及び経歴 

六 事業所の管理者及びサービス提供責任者（中略）の

氏名、生年月日、住所及び経歴 

○ 

七 運営規程 七 運営規程 × 
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八 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の

概要 

八 利用者又はその家族からの苦情を解決するために

講ずる措置の概要 

○ 

 

九 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及

び勤務形態 

九 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及

び勤務形態 

× 

十 当該申請に係る事業に係る資産の状況 十 当該申請に係る事業に係る資産の状況 ○ 

十一 当該申請に係る事業に係る居宅介護サービス費

の請求に関する事項 

十一 当該申請に係る事業に係る介護給付費の請求に

関する事項 

× 

 

十二 法第七十条第二項各号（中略）に該当しないこと

を誓約する書面（以下略） 

十二 法第三十六条第三項各号に該当しないことを誓

約する書面（以下略） 

× 

 

十三 役員の氏名、生年月日及び住所 十三 役員の氏名、生年月日及び住所 × 

十四 その他指定に関し必要と認める事項 十四 その他指定に関し必要と認める事項 × 

 

（２）通所介護（介護保険法施行規則第 119 条第２項による省略・簡素化） 

※地域密着型通所介護も同様（介護保険法施行規則第 131 条の３の２第３項による省略・簡素化） 

介護保険法施行規則 

（第 119 条） 

通所介護 

児童福祉法施行規則 障害者総合支援法施行規則 省略可否 

（第18条の27） 

児童発達支援 

（第 18 条の 29） 

放課後等デイサ

ービス 

（第 34条の９） 

生活介護 

（第 34 条の 14

第４項） 

自立訓練（機能

訓練） 

（第 34 条の 14

第５項） 

自立訓練（生活

訓練） 

一 事業所（当該事業

所の所在地以外の場

所に当該申請に係る

事業の一部を行う施

一 事業所（当

該事業所の所

在地以外の場

所に当該事業

一 事業所（当

該事業所の所

在地以外の場

所に当該事業

一 事業所の

名称及び所

在地 

 

一 事業所の

名称及び所

在地 

 

一 事業所の

名称及び所

在地 

 

× 
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設を有するときは、

当該施設を含む。）の

名称及び所在地 

所の一部とし

て使用される

事務所を有す

るときは、当

該事務所を含

む。）の名称及

び所在地 

所の一部とし

て使用される

事務所を有す

るときは、当

該事務所を含

む。）の名称及

び所在地 

二 申請者の名称及び

主たる事務所の所在

地並びにその代表者

の氏名、生年月日、

住所及び職名 

二 申請者の名

称及び主たる

事務所の所在

地並びにその

代 表 者 の 氏

名、生年月日、

住所及び職名 

二 申請者の名

称及び主たる

事務所の所在

地並びにその

代 表 者 の 氏

名、生年月日、

住所及び職名 

二 申請者の

名称及び主

たる事務所

の所在地並

びにその代

表者の氏名、

生年月日、住

所及び職名 

二 申請者の

名称及び主

たる事務所

の所在地並

びにその代

表者の氏名、

生年月日、住

所及び職名 

二 申請者の

名称及び主

たる事務所

の所在地並

びにその代

表者の氏名、

生年月日、住

所及び職名 

× 

 

三 当該申請に係る事

業の開始の予定年月

日 

三 当該申請に

係る事業の開

始の予定年月

日 

三 当該申請に

係る事業の開

始の予定年月

日 

三 当該申請

に係る事業

の開始の予

定年月日 

三 当該申請

に係る事業

の開始の予

定年月日 

三 当該申請

に係る事業

の開始の予

定年月日 

× 

四 申請者の定款、寄

附行為等及びその登

記事項証明書又は条

例等 

四 申請者の定

款、寄附行為

等及びその登

記事項証明書

四 申請者の定

款、寄附行為

等及びその登

記事項証明書

四 申請者の

定款、寄附行

為等及びそ

の登記事項

四 申請者の

定款、寄附行

為等及びそ

の登記事項

四 申請者の

定款、寄附行

為等及びそ

の登記事項

○ 
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又は条例等 又は条例等 証明書又は

条例等 

証明書又は

条例等 

証明書又は

条例等 

五 事業所（当該事業

所の所在地以外の場

所に当該申請に係る

事業の一部を行う施

設を有するときは、

当該施設を含む。）の

平面図（各室の用途

を明示するものとす

る。）及び設備の概要 

五 事業所の平

面図（各室の

用途を明示す

る も の と す

る。）及び設備

の概要 

 

五 事業所の平

面図（各室の

用途を明示す

る も の と す

る。）及び設備

の概要 

 

五 事業所の

平面図（各室

の用途を明

示するもの

とする。）及

び設備の概

要 

五 事業所の

平面図（各室

の用途を明

示するもの

とする。）及

び設備の概

要 

五 事業所の

平面図（各室

の用途を明

示するもの

とする。）及

び設備の概

要 

○ 

－ 六 利用者の推

定数 

六 利用者の推

定数 

六 利用者の

推定数 

六 利用者の

推定数 

六 利用者の

推定数 

× 

六 事業所の管理者の

氏名、生年月日、住

所及び経歴 

 

七 事業所の管

理者及び児童

発達支援管理

責任者（中略）

の氏名、生年

月日、住所及

び経歴 

七 事業所の管

理者及び児童

発達支援管理

責任者の氏

名、生年月日、

住所及び経歴 

七 事業所の

管理者及び

サービス管

理責任者の

氏名、生年月

日、住所及び

経歴 

七 事業所の

管理者及び

サービス管

理責任者の

氏名、生年月

日、住所及び

経歴 

七 事業所の

管理者及び

サービス管

理責任者の

氏名、生年月

日、住所及び

経歴 

○ 

七 運営規程 八 運営規程 八 運営規程 八 運営規程 八 運営規程 八 運営規程 × 

八 利用者からの苦情

を処理するために講

九 障害児又は

その家族から

九 障害児又は

その家族から

九 利用者又

はその家族

九 利用者又

はその家族

九 利用者又

はその家族

○ 
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ずる措置の概要 の苦情を解決

するために講

ずる措置の概

要 

の苦情を解決

するために講

ずる措置の概

要 

からの苦情

を解決する

ために講ず

る措置の概

要 

からの苦情

を解決する

ために講ず

る措置の概

要 

からの苦情

を解決する

ために講ず

る措置の概

要 

九 当該申請に係る事

業に係る従業者の勤

務の体制及び勤務形

態 

十 当該申請に

係る事業に係

る従業者の勤

務の体制及び

勤務形態 

十 当該申請に

係る事業に係

る従業者の勤

務の体制及び

勤務形態 

十 当該申請

に係る事業

に係る従業

者の勤務の

体制及び勤

務形態 

十 当該申請

に係る事業

に係る従業

者の勤務の

体制及び勤

務形態 

十 当該申請

に係る事業

に係る従業

者の勤務の

体制及び勤

務形態 

× 

十 当該申請に係る事

業に係る資産の状況 

十一 当該申請

に係る事業に

係る資産の状

況 

十一 当該申請

に係る事業に

係る資産の状

況 

十一 当該申

請に係る事

業に係る資

産の状況 

十一 当該申

請に係る事

業に係る資

産の状況 

十一 当該申

請に係る事

業に係る資

産の状況 

○ 

- - - 十二 指定障

害福祉サー

ビス基準第

九十一条の

協力医療機

関の名称及

び診療科名

並びに当該

十二 指定障

害福祉サー

ビス基準第

九十一条の

協力医療機

関の名称及

び診療科名

並びに当該

十二 指定障

害福祉サー

ビス基準第

九十一条の

協力医療機

関の名称及

び診療科名

並びに当該

× 
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協力医療機

関との契約

の内容 

協力医療機

関との契約

の内容 

協力医療機

関との契約

の内容 

十一 当該申請に係る

事業に係る居宅介護

サービス費の請求に

関する事項 

十二 当該申請

に係る事業に

係る障害児通

所給付費の請

求に関する事

項 

十二 当該申請

に係る事業に

係る障害児通

所給付費の請

求に関する事

項 

十三 当該申

請に係る事

業に係る介

護給付費の

請求に関す

る事項 

十三 当該申

請に係る事

業に係る訓

練等給付費

の請求に関

する事項 

十三 当該申

請に係る事

業に係る訓

練等給付費

の請求に関

する事項 

× 

 

十二 誓約書 十三 法第二十

一条の五の十

五第二項各号

に該当しない

ことを誓約す

る書面（以下

略） 

十三 誓約書 十四 誓約書 十四 誓約書 十四 誓約書 × 

十三 役員の氏名、生

年月日及び住所 

十四 役員の氏

名、生年月日

及び住所 

十四 役員の氏

名、生年月日

及び住所 

十五 役員の

氏名、生年月

日及び住所 

十五 役員の

氏名、生年月

日及び住所 

十五 役員の

氏名、生年月

日及び住所 

× 

十四 その他指定に関

し必要と認める事項 

十五 その他指

定に関し必要

と認める事項 

十五 その他指

定に関し必要

と認める事項 

十六 その他

指定に関し

必要と認め

る事項 

十六 その他

指定に関し

必要と認め

る事項 

十六 その他

指定に関し

必要と認め

る事項 

× 
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（３）短期入所生活介護（介護保険法施行規則第 121 条第３項による省略） 

※介護予防短期入所生活介護も同様（介護保険法施行規則第 140 条の 10第３項による省略） 

介護保険法施行規則 

（第 121 条） 

短期入所生活介護 

障害者総合支援法施行規則 

（第 34 条の 11） 

短期入所 

省略可否 

一 事業所の名称及び所在地 一 事業所の名称及び所在地 × 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにそ

の代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにそ

の代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

× 

 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 × 

四 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書

又は条例等 

四 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書

又は条例等 

○ 

五 当該申請に係る事業を指定居宅サービス等基準第

百二十一条第二項の規定の適用を受ける特別養護老

人ホームにおいて行う場合又は同条第四項に規定す

る併設事業所（次号において「併設事業所」という。）

において行う場合にあっては、その旨 

五 事業所の種別（指定障害福祉サービス基準第百十五

条第一項に規定する併設事業所（次号及び第七号にお

いて「併設事業所」という。）又は同条第二項の規定

の適用を受ける施設の別をいう。） 

× 

六 建物の構造概要及び平面図（当該申請に係る事業を

併設事業所において行う場合にあっては、指定居宅サ

ービス等基準第百二十四条第三項に規定する併設本

体施設又は指定居宅サービス等基準第百四十条の四

第三項に規定するユニット型事業所併設本体施設の

平面図を含む。）（各室の用途を明示するものとする。）

六 建物の構造概要及び平面図（当該申請に係る事業を

併設事業所において行う場合にあっては、指定障害福

祉サービス基準第百十七条第二項に規定する併設本

体施設の平面図を含む。）（各室の用途を明示するもの

とする。）並びに設備の概要 

○ 
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並びに設備の概要 

七 当該申請に係る事業を指定居宅サービス等基準第

百二十一条第二項の規定の適用を受ける特別養護老

人ホームにおいて行うときは当該特別養護老人ホー

ムの入所者の定員、当該特別養護老人ホーム以外の事

業所において行うときは当該申請に係る事業の開始

時の利用者の推定数 

七 当該申請に係る事業を併設事業所において行うと

きは利用者の推定数、指定障害福祉サービス基準第百

十五条第二項の規定の適用を受ける施設において行

うときは当該施設の入所定員 

× 

八 事業所の管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴 八 事業所の管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴 ○ 

九 運営規程 九 運営規程 × 

十 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の

概要 

十 利用者又はその家族からの苦情を解決するために

講ずる措置の概要 

○ 

十一 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制

及び勤務形態 

十一 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制

及び勤務形態 

× 

十二 当該申請に係る事業に係る資産の状況 十二 当該申請に係る事業に係る資産の状況 ○ 

十三 指定居宅サービス等基準第百三十六条（指定居宅

サービス等基準第百四十条の十三において準用する

場合を含む。）の協力医療機関の名称及び診療科名並

びに当該協力医療機関との契約の内容 

十三 指定障害福祉サービス基準第百二十五条におい

て準用する指定障害福祉サービス基準第九十一条の

協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医

療機関との契約の内容 

○ 

十四 当該申請に係る事業に係る居宅介護サービス費

の請求に関する事項 

十四 当該申請に係る事業に係る介護給付費の請求に

関する事項 

× 

十五 誓約書 十五 誓約書 × 

十六 役員の氏名、生年月日及び住所 十六 役員の氏名、生年月日及び住所 × 

十七 その他指定に関し必要と認める事項 十七 その他指定に関し必要と認める事項 × 
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【介護職員処遇改善加算】 

○ 外国人の技能実習制度における介護職種の技能実習生の取扱いについて 

問 142 外国人の技能実習制度における介護職種の技能実習生は、介護職員処遇改善加

算の対象となるのか。 

（答） 

介護職種の技能実習生の待遇について、「日本人が従事する場合の報酬の額と同等

以上であること」とされていることに鑑み、介護職種の技能実習生が介護業務に従事

している場合、ＥＰＡによる介護福祉士候補者と同様に、介護職員処遇改善加算の対

象となる。 
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【共生型サービス】 

○ 障害者施設が日中に提供する共生型サービスについて 

問２ 共生型サービスの取扱いについて、指定障害者支援施設が昼間に行う日中活動系サ

ービスは共生型サービスの対象であるか。 

（答） 

 指定障害福祉事業所のうち指定障害者支援施設が昼間に行う日中活動系サービスにつ

いても、共生型通所介護及び共生型地域密着型通所介護の対象となる。 

 

○ 機能訓練指導員が共生型生活介護における自立訓練（機能訓練）を行うことについて 

問３ 通所介護事業所が共生型生活介護の指定を受けたときに、通所介護の機能訓練指導

員（理学療法士等）が共生型生活介護における自立訓練（機能訓練）を行うことは可能

か。また、その場合は個別機能訓練加算の専従要件に該当するのか。 

（答） 

 通所介護の機能訓練指導員は、配置基準上は１以上とされており、共生型生活介護に

おける自立訓練（機能訓練）を兼務することは可能。 

共生型サービスは、高齢者と障害児者が同一の事業所でサービスを受けやすくするた

めに、介護保険と障害福祉両方の制度に位置づけられたものであり、対象者を区分せず

に、一体的に実施することができる。 

 このため、機能訓練指導員が共生型生活介護における自立訓練（機能訓練）を行う場

合は、利用者である高齢者と障害児者の合計数により利用定員を定めることとしており、

その利用定員の範囲内において、両事業を一体的に実施し、機能訓練を行うものである

ことから、専従要件に該当する。 

 

【居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導】 

○ 単一建物居住者の人数が変更になった場合の算定について 

問４ 居宅療養管理指導の利用者の転居や死亡等によって、月の途中で単一建物居住者の

人数が変更になった場合の居宅療養管理指導費の算定はどうすればよいか。 

（答） 

居宅療養管理指導の利用者が死亡する等の事情により、月の途中で単一建物居住者の

人数が減少する場合は、当月に居宅療養管理指導を実施する当初の予定の人数に応じた

区分で算定する。 

  また、居宅療養管理指導の利用者が転居してきた等の事情により、月の途中で単一建

物居住者の人数が増加する場合は、 

① 当月に居宅療養管理指導を実施する予定の利用者については、当初の予定人数に応
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【介護療養型医療施設】 

○ 生活機能回復訓練室と精神科作業療法の専用施設の兼用について 

問２ 介護療養型医療施設の精神科作業療法の専用施設と、当該介護療養型医療施設内

の生活機能回復訓練室、機能訓練室、食堂等との兼用について、どのように取り扱えば

よいか。 

（答） 

入所者に対するサービス提供に支障を来さず、かつ、必要な面積を満たす場合には、

いずれの場合も兼用することは差し支えない。また、複数のスペースで、精神科作業療

法等のサービスを提供することについては、入所者に対するサービス提供に支障を来さ

ず、かつ、全体として必要な面積を満たす場合には、差し支えないものであること。 

なお、介護療養型医療施設の精神科作業療法の専用施設を他の施設と兼用する場合、

それらを区画せず、１つのオープンスペースとすることも差し支えない。 

 

【施設サービス、特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設、地域密着型特定

施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、短期入所生活介護】 

○ 身体拘束廃止未実施減算、夜勤職員配置加算（ロボット）について 

問３ 平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）の問 87から 90 に対する回答

については、他のサービスにも同様の加算があるが、介護老人福祉施設のみに適用され

るのか。 

（答） 

問 87 の回答については、施設サービス、特定施設入居者生活介護、地域密着型介護

老人福祉施設、地域密着型特定施設入居者生活介護及び認知症対応型共同生活介護に適

用される。 

問 88から 90 までの回答については、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施

設及び短期入所生活介護に適用される。 

 

 

（参考）平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１） 

【介護老人福祉施設】 

○ 身体拘束廃止未実施減算 

問 87 新たに基準に追加された体制をとるためには準備が必要であると考えられ

るが、何時の時点から減算を適用するか。 

（答） 

施行以後、最初の身体拘束廃止に係る委員会を開催するまでの３ヶ月の間に指針
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等を整備する必要があるため、それ以降の減算になる。 

 

○ 夜勤職員配置加算（ロボット） 

問 88 最低基準を 0.9 人上回るとは、どのような換算をおこなうのか。 

（答） 

・月全体の総夜勤時間数の 90％について、夜勤職員の最低基準を１以上上回れば足

りるという趣旨の規定である。 

・具体的には、1 ヶ月 30 日、夜勤時間帯は一日 16 時間であるとすると、合計 480

時間のうちの 432 時間において最低基準を１以上上回っていれば、夜勤職員配置

加算を算定可能とする。なお、90％の計算において生じた小数点 1位以下の端数

は切り捨てる。 

 

問 89 入所者数の 15％以上設置ということだが、見守り機器を設置しているベッ

ドが空床であってもよいのか。 

（答） 

空床は含めない。 

 

問 90 見守り機器は、どのようなものが該当するのか。 

（答） 

・個別の指定はなく、留意事項通知で定める機能を有するものが該当する。 

例えば、平成 28 年度補正予算「介護ロボットの導入支援及び導入効果実証研

究事業」で実証を行った機器のほか、訪室回数の減少、介助時間の減少、ヒヤリ

ハット・介護事故の減少等の効果が期待できる機器が該当する。 

・介護老人福祉施設等は、訪室回数や介助時間の減少等の実証効果を製造業者等に

確認するとともに、少なくとも９週間以上見守り機器を活用し、導入機器を安全

かつ有効に活用するための委員会において、ヒヤリハット･介護事故が減少して

いることを確認し、必要な分析・検討等を行った上で、都道府県等に届出を行い、

加算を算定すること。 

・なお、見守り機器をベッドに設置する際には、入所者のプライバシーに配慮する

観点から、入所者又は家族等に必要な説明を行い、同意を得ること。 

※９週間については、少なくとも３週間毎にヒヤリハット・介護事故の状況を確

認することとする。 
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【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、短期入所生活介護】 

○ 夜勤職員配置加算について 

問４ １月のうち喀痰吸引等ができる職員を配置できる日とできない日がある場合は、夜

勤職員配置加算（Ⅰ）、（Ⅱ）と夜勤職員配置加算（Ⅲ）、（Ⅳ）をどのように算定すれば

よいか。 

（答） 

夜勤職員配置加算は、月ごとに（Ⅰ）～（Ⅳ）いずれかの加算を算定している場合、

同一月においてはその他の加算は算定できないため、喀痰吸引等ができる職員を配置

できる日とできない日がある場合に、要件を満たした日についてのみ夜勤職員配置加

算（Ⅲ）、（Ⅳ）を算定することは可能だが、配置できない日に（Ⅰ）、（Ⅱ）の加算を

算定することはできない。よって、喀痰吸引等ができる職員を配置できない日がある

場合は、当該月においては夜勤職員配置加算（Ⅲ）、（Ⅳ）ではなく（Ⅰ）、（Ⅱ）を算定

することが望ましい。 

 

問５ 夜勤職員配置加算（Ⅰ）、（Ⅱ）については、勤務時間の合計数に基づいて算定する

が、夜勤職員配置加算（Ⅲ）、（Ⅳ）の場合も同様に考えてよいか。 

（答） 

夜勤職員配置加算（Ⅲ）、（Ⅳ）については、延夜勤時間数による計算ではなく、夜勤

時間帯を通じて職員を配置することにより要件を満たすものである。なお、夜勤時にお

ける休憩時間の考え方については、平成 21 年 4 月改定関係 Q＆A(vol.1)問 91 と同様に、

通常の休憩時間は勤務時間に含まれるものと扱って差し支えない。 

 

問６ ユニット型と従来型の施設・事業所が併設されている場合、夜勤職員配置加算の要

件を満たす職員はそれぞれに配置する必要があるか。 

（答） 

同一建物内にユニット型及びユニット型以外の施設（介護老人福祉施設、地域密着型

介護老人福祉施設）が併設されている場合には、両施設で合わせて要件を満たす職員を

１人以上配置することで、双方の施設における加算の算定が可能であり、施設とショー

トステイの併設で一方がユニット型で他方が従来型であるような場合については、両施

設の利用者数の合計で、20 人につき１人の要件を満たす夜勤職員を配置することで、

双方の施設における算定が可能である。 

※ 平成 21 年 4 月改定関係 Q＆A(vol.1)（平成 21年３月 23日）の問 84については削

除する。 
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【介護職員処遇改善加算】 

○ 最低賃金の計算について 

問７ 最低賃金を満たしているのかを計算するにあたっては、介護職員処遇改善加算によ

り得た加算額を最低賃金額と比較する賃金に含めることとなるのか。 

（答） 

介護職員処遇改善加算により得た加算額を、最低賃金額と比較する賃金に含むか否か

については、当該加算額が、臨時に支払われる賃金や賞与等として支払われておらず、

予定し得る通常の賃金として、毎月労働者に支払われているような場合には、最低賃金

額と比較する賃金に含めることとなるが、当該加算の目的等を踏まえ、最低賃金を満た

した上で、賃金の引上げを行っていただくことが望ましい。 

 

【サービス提供体制強化加算】 

○ 療養病床等から介護医療院へ転換した場合について 

問８ 療養病床等から転換した介護医療院においてサービス提供体制強化加算を算定するにあ

たっては、療養病床等に勤務していた職員の勤続年数を通算できるのか。 

（答） 

転換前の療養病床等と転換後の介護医療院の職員に変更がないなど、療養病床等と介護

医療院が実質的に継続して運営していると認められる場合には、勤続年数を通算することがで

きる。 

 

 

≪参考≫ 

・平成 21 年度改定関係 Q＆A(vol.１)（平成 21 年３月 23 日）問５ 

【加算の届出】 

○ サービス提供体制強化加算 

（問５） 同一法人内であれば、異なるサービスの事業所（施設）における勤続年数や異なる業種

（直接処遇職種）における勤続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の出向や事業の承

継時にも通算できるのか。 

また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同士である場合にも通算できるのか。 

（答） 

同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる職種（直接処遇を行う

職種に限る。）における勤続年数については通算することができる。また、事業所の合併又は

別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更がないなど、事業

所が実質的に継続して運営していると認められる場合には、勤続年数を通算することができる。


